
１．はじめに

宇宙船地球号と言われ始めたのはそれほど昔の
ことではない。資源の有限性が感じ始められたの
がその契機であるが、それ以降の問題の深刻化に
伴い、地球全体の問題として実感されるように
なってきた。他方で、デタントや技術革新など国
際情勢も変化し、世界中の人々を確実に心理的、
時間的に近づけている。
それは、グローバル化という言葉で語られる現

象である。ある時を境に急激に起きた現象ではな
く、累積的に今日の状況が出現したのだろう。そ
の中では、競争と協働という相反する価値が同時
に求められる。日本が高度経済成長を遂げて先進
国の仲間入りを果たした１９７０年代、NIES や
NICS と呼ばれる儒教圏の国々が出てきた１９８０
年代、そして１９９０年代以降アジア地域を中心と
してさらに多くの国々が経済的に成長しつつあ
る。これまでの経済指標のみによる単純な識別は
機能せず、共通の土俵での競争が求められてきて
いる（１）。
このような世界的な変化はコンピューターとイ

ンターネットによって支えられ、知識基盤社会と
呼ばれる。そこでは情報が大量に生産・消費され
ている。情報の入手は、もはや労を要することで
はなく、むしろボタン一つで手に入る大量の情報
の中から価値あるものを選択する事に時間を費や
さなければならない。このような選択には、情報
を比較したり、批判的に検証したりする視点が基
礎にある。
このような能力を形成していくためには、これ

までの取り組みだけでは不十分であり、新しい教
育のあり方が求められている。グローバル化され

た国際社会の中で、競争のための知的能力、協働
のための共有の価値を育成するために、教育に付
託される役割は益々大きくなっていると言えるだ
ろう。
さて教育の原点は、場所としての学校や教室、

時間もしくは場としての授業を基礎とする学校教
育にある。開発途上国では、もちろん授業のみな
らず、それを効果的・効率的に機能させるための
学校経営的側面も、その外にあって補完する学校
外教育も重要な役割を果たしている場合が多い。
これらの諸点については、他の論文に譲るとし
て、ここでは学校教育について、中でも国際協力
において取り上げられる理数科教育を中心に考察
したい。
理科教育と数学教育を一括りにした理数科教育

という表現は、日本の研究や実践では用いられる
ことは多くない（２）が、教育開発の分野では頻繁に
用いられる。両者の類似点として、社会的文脈に
依存しない普遍的な性格と同時に経済および科学
技術の発展の基盤との認識が挙げられる（馬場
２００３）。また異なる点として理科教育は実験・観
察のように帰納的アプローチが重視され、数学教
育は通常演繹的で、鉛筆と紙さえあればよいとい
う点が挙げられる。つまり両者を一括りにする表
現から見て、教育開発協力の文脈では、科学技術
や経済の発展を強く意識していることが分かる。
そこで、理数科分野の一翼をになう数学教育開

発研究と理数科教育開発協力実践を歴史的に検討
し、当該分野の課題および可能性について考察す
る。もちろん我が国を含む先進国においても教育
開発は死活問題である（３）。したがって、先進諸国
での動向と対比しながら、その異同を意識し、両
者の接点として国際教育協力を見て行きたい。
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２．UNESCOと ICMEを中心にした数学
教育開発の歴史

教育開発協力では、１９６０年頃よりUNESCOが
世界の各地域で教育開発計画のための会議を主催
したり、大学などの研究機関の設立や専門家養成
のために、理数科教育分野を含む多数の専門家の
派遣を行ったり、主導的役割を果たしてきた。こ
こではそれ以降の取り組みを、米国を中心とした
先進国と開発途上国一般の取り組みと、両者を橋
渡しするUNESCOや数学教育国際会議（以下
ICME）を中心とした取り組みの歴史的動向を俯
瞰した上で、�において、その重要課題について
詳細に議論したい。

� 数学教育開発史

ソビエト連邦による人類初の快挙である人工衛
星スプトニーク（１９５７年）は、西側諸国、特に
米国に衝撃を与えた。その衝撃の大きさに比例す
るように、それらの国々では、理数科を中心とし
た教育改革運動が大々的に始められた。学校数学
研究グループ（SMSG）や学校数学プロジェクト
（SMP）といった教育プログラムが始められ、
新しいカリキュラム、教科書、教材が多数開発さ
れた。一般的にこれは「数学教育の現代化運動
（New Math Movement）」と呼ばれている。
１９６０、７０年代、当時始まったばかりの国際協
力のチャンネルに乗って、カリキュラム開発の波
は、独立間もない国々へも届けられ、世界中のほ
とんどの国を巻き込んで展開した（４）。UNESCO
は世界銀行や国連開発計画の資金も受けながら、
開発途上国において、カリキュラム開発セン
ター、教育統計局、教員養成学校・学部の設立な
ど多数のプロジェクトを動かした（Jacobsen
１９９６）。
ところが現代化運動は、１９７０年ごろには難し

い数学的な用語を知っていても、基礎的な計算が
できないことが問題視され始め（クライン１９７６）、
ついには基礎・基本にもどれ（Back to Basics）
という掛け声と共に、その終焉を迎えた。
当時、先進国においてもようやく教科教育の学

問化が進み始めたところであった。例えば、国際
的な数学教育の専門会議である ICMEは、１９６９
年にフランスで第一回会議が開催され、その下部

組織で、心理学的手法で理論的研究を推し進める
数学教育国際心理学会（PME）は１９７６年に設立
され、共に今日に至っている。また日本において
も日本数学教育学会（５）の論文発表会第一回が１９６６
年に開催され、数学教育分野における最初の博士
号が１９７９年に広島大学によって授与された（６）。
この時期に、開発途上国でも次のような地域別

の数学教育会議が立ち上げられた。南北アメリカ
IACMEは１９６０年に第一回会議を、東南アジア
SEACMEは１９７８年にマニラで第一回会議を、
アフリカAMUは１９７６年にモロッコで第一回会
議を、アラブでは１９６６年にArab ALESCO（Arab
League Education, Culture and Science）を開催
した（Jacobsen １９９６）。その後の展開は該当地域
の経済状況にもより、必ずしも継続的な展開が見
られたわけではなかった。
１９８０年代には、米国の現代化運動の失敗がこ
れらの国々へも伝播した。例えばケニアでは
１９７０年に正式にNew Math の導入を、１９８０年に
廃止を決定した（馬場２００１）。
基礎・基本に戻れという標語は明確ではあった

が、現代化運動が始められた動機を考えれば、そ
れは逆行しているともいえた。米国では全米数学
教師の会（以下、NCTM）の年会（１９８０）にて、
問題解決を数学教育の新しい目標として掲げた。
現代化運動に見られた集合論や確率・統計という
抽象的な教育内容ではなく、問題解決能力の育成
というより教育的な目標であった。そこにはよう
やく軌道に乗り始めた数学教育研究の進展が見ら
れた。その哲学的背景としては構成主義（７）が、よ
り実践的には問題解決活動において、どのように
して生徒たちは問題を考えて解くのか、さらにそ
の考え方もしくは解き方を一般化するのかという
視点より、メタ認知やストラテジーが盛んに研究
されるようになった。
同時にこの時代はポストモダン思潮の影響も受

け、ジェンダー、民族などに起因する公正性（Eq-
uity）の問題や文化的側面が取り上げられるよう
になってきた。「１０年前まで数学は文化や価値か
らは影響を受けないものと一般的に思われてい
た；学校数学における“失敗”や“困難”は学習
者の認知的性質か彼らの受ける教授の質に求めら
れた；数学教授を、長期にわたる効果はほとんど
ないが、学習者の情意の面でより満足なものにす
る試みがいくつか取られた；そして数学教育研究
では“社会的”や“文化的”問題はほとんど顧み
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られなかった」（Bishop１９９４, p.１５）。
この時期で特筆すべき動向は、ICMEが UN-

ESCOの助成を得て、Mathematics for All（Da-
merow et al.１９８５）やMathematics, Education and

Society（Keitel et al.１９８８）を出版したこと、ま
たブラジルの数学教育学者D’Ambrosio（１９８４）
がそれまでの研究を踏まえて民族数学（Ethno-
mathematics）という用語を作り出したことが挙
げられる。
このように見てくると、開発の分野で「失われ

た１０年」と呼ばれる１９８０年代は、数学教育開発
において重要なパラダイムの転換が起きた時期と
言える。
１９９０年代に入って、冒頭に掲げたように、イ
ンターネットによる情報のやり取りによって物理

的な距離を感じないようになってきた。その影響
もあり、先進国で生起する新しい動向が開発途上
国にほとんど同時に入ってくるようになった。ま
た冒頭で掲げたグローバル化の進行に伴い、成果
をより明確に意識した取り組みが求められつつあ
る。Jacobsen（１９９６）が「この IEAの調査にお
ける一貫した問題は、数学学習に影響する適切な
因子の豊富さを無視して、マスメディアが競争の
側面つまり国別ランクのみを報告することにあ
る」（pp.１２５０―１２５１）と述べるように、現在は、
国際調査の流行とも呼べる状況で、評価のある側
面が過大視されている（８）。
１９８０年代よりでてきた構成主義は、教育の焦
点を教師による教授から生徒による学習へ移動さ
せたという点で重要な役割を果たした。ところが

表１ 数学教育開発史概要

開発途上国における数学教育 先進国特に米国における数学教育

１９６０年代

UNESCO、British Council などによる

カリキュラム開発専門家の派遣

人工衛星 Sputnik（１９５７）打ち上げ

数学教育の現代化

SMSGなどのプロジェクト実施

数学教育国際会議（ICME、１９６９）の第一回大会開催

１９７０年代

多くの国でも現代化という考えが捨てら

れる

米国での現代化の失敗、基礎基本に戻れ

Why Johnny can’t add？（１９７３）出版

数学教育国際心理学会（PME、１９７６）の発足

１９８０年代

米国での現代化失敗を受けて基礎基本に

もどれ

ジェンダー問題などを含めてカリキュラ

ムの適切性が議論

NCTMの年会にて問題解決重視が提案される（１９８０）

構成主義の台頭

NPMの考えが重視

（米国）Nation at Risk（１９８３）、『学校数学のためのカ

リキュラムと評価スタンダード』（１９８９）出版

（英国）Mathematics Counts（１９８３）、『国定カリキュ

ラム』（１９８８）出版

数学教育国際会議の第五回大会（１９８４）で、Ethnomathematics を造語、課題部会Mathemat-

ics for All が開催、その報告書が作成される

数学教育国際会議の第六回大会で（１９８８）、ワークショップ（Mathematics, Education and So-

ciety）が開催、その報告書が作成される

１９９０年代以降

基礎教育の重視

生徒中心主義の重視

社会文化主義の台頭

Teaching Gap（１９９９）の出版

OECD Mathematical Literacy（２０００）が提案

NCLB法（２００３）が成立

TIMSS（１９９５、１９９９、２００３、２００７）が実施

OECD生徒学習到達度調査（PISA）（２０００、２００３、２００６）が実施

（出所）著者作成
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そのことは、個人の生徒が数学を作り出すのか、
その数学は何から作り出されるのか、その時の教
師の役割は何なのかという課題を生み、数学教育
研究はこれらの問いをめぐって深化を続けてい
る。

� 歴史的に見た数学教育開発における関心事

数学教育開発史を俯瞰したが、そこで主要課
題（９）とされた現代化、生徒中心主義、適切性
（Relevance）、教育成果と評価について、さら
に議論を深めたい。
第一に、数学教育の現代化について論じる。そ

れは２０世紀前半の数学の飛躍的前進を踏まえて、
統計や集合論などを学校数学に導入し、教育内容
を近代化する運動であった。これほど大規模なカ
リキュラム開発は後にも先にも例を見ない。
ブルーナー（１９６３）の主張「どの教科でも知的

性格をそのままにたもって発達のどの段階のどの
子どもにも教えることができる」（p. xii）を背景
に現代化が推進されたのだが、先進国においてで
さえ、その先進的で抽象的な内容に対応する準備
が十分にできていなかったと批判された。環境の
整っていない開発途上国ではさらに大きな問題を
生み、子どもの発達や社会的現実の視点から、教
育を捉えなおす必要性を訴えた。
例えば、独立したばかりのアフリカ・リベリア

に派遣された米国平和部隊の若者が経験したこと
を、Gay and Cole（１９６７）は「２列６個の石が１２
個と分かると、人にもその他にも適用できると考
えるのが西洋であるが、Kpelle ではそうとは限
らない。数学的事実と現実との間に対応がない」
（p.３３）と記述している。
そこには、学校教育の持つ価値「文脈を超えた

普遍的思考」と相容れないものがあった。つまり、
子どもたちは学校の中でのみの知識・技能を習得
した。
現代化の失敗を受けて、数学教育研究は子ども

の発達や学習という視点から研究を進めた。そし
て社会的現実という視点から、学習すべき内容や
学習の仕方について反省した。後者の視点は、ピ
アジェの構想した普遍的な心理学さえも、文化に
依拠した形での新しい心理学―文化心理学―に再
構成していった。
このように現代化の運動は短命に終わったが、

それは後の数学教育開発の議論に大きな影響を与

えた。一つには問題解決という数学教育を通して
得られる能力形成という点で、もう一つでは高度
情報化社会において益々必要とされる数学という
点で、現在リテラシー論へと展開している。そこ
では、新しい教育の在り方として数学的リテラ
シーが社会的な要素との関係で論じられる（１０）。
第二に、生徒中心主義について論じたい。現

在、ほとんど全ての開発途上国およびそこで展開
する教育開発協力プロジェクトは、名前の違いは
あれ生徒中心主義を掲げている（１１）。そこには
EFAを始めとする教育開発協力の文脈での子ど
も、教育政策の成果主義の文脈での子ども、そし
て教育的文脈での子どもと、子どもへの視線が幾
層にも注がれている。
ただしその重要性が論じられる一方で、その実

態については必ずしも明確ではない。先進国的な
教育を十分な基盤の整わない開発途上国へ導入す
るにあたっては注意を要する。この点については
後述する具体例の中で触れたい。
生徒中心主義は、哲学的歴史的論考（１２）を一度お

けば、その根本は子どもたちの側から教育を見直
そうということである。単純にグループ活動や楽
しそうなゲームの導入を意味するわけではないこ
とは明らかである。そこでの「子ども」は、各社
会にて育つ子どもを指し、いつかはその社会で成
人になる。その社会で生きていくために、何が必
要なのか、それをどのように習得できるのかとい
う視点から、教育活動を捉えなおす必要がある。
現在ではそのような力の形成を支援するため

に、相互作用主義（１３）や社会文化主義（１４）と呼ばれる
理論によって、教室での話し合いによる数学の構
成や数学文化への参加の深まりとして、教授・学
習過程に関する議論を深めている。
また、情報化社会における知の在り方から子ど

もと社会の関係性、その関係性から見える子ども
に必要な能力について考察している。近年盛んに
論じられる数学的リテラシーは、そのような背景
の中から出てきて、多くの場面で議論される。
第三に、適切性について論じたい。現代化の

後、一方では心理学的な説明が求められたが、他
方ではそれだけでは説明しきれない要素として、
社会・文化的説明が求められた。そのような中、
ブラジルの数学教育学者D’Ambrosio（１９８４）は、
各文化に内在する数学的活動を民族数学という言
葉で呼んだ。この言葉によって刺激された数学教
育研究者は、その後多くの研究（Gerdes １９８６、
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１９８８、１９９０；Ascher１９９１；馬場２００１）を生んで
いく。
また Skovsmose（１９９４）は、社会的ニーズな

どの視点からカリキュラムの見直しを迫ってい
る。単純に経済的なニーズから能力を身につける
ことを目指すのではなく、社会の基盤となる民主
主義的能力の育成を中心にすえて、数学教育を捉
え直そうとしている。そこでは、子どもたちの理
解を扱う心理学的アプローチに対して、数学教育
を外側から分析する社会学的なアプローチが必要
とされている。現在、このアプローチはEquity
問題とも関係しながら盛んに議論されるように
なっている（Presmeg２００７）。
最後に、教育成果と評価について論じる。１９８０

年代の英米を起点とするニュー・パブリック・マ
ネージメント（以下、NPM）に基づく教育改革
はグローバル化の潮流の下、全世界に影響を与え
つつある。
米国のU.S. National Commission on Excel-

lence in Education（１９８３）では、「わが国家は現
在危機的である。商業、工業、技術においてかつ

て我が国が持っていた力は世界の他の競争相手に
とって代わられようとしている。」（p.３）と国家
的な危機感があおられた。
この報告書の副題にあるように、問題を解決す

る根本に教育を見たのである。それに対応する形
で、NCTMは、『学校数学のためのカリキュラム
と評価スタンダード』（１９８９）を出版した。教育
は、州または学校区が責任を持つのが米国の伝統
だが、国レベルでの標準カリキュラムを設定した
ことは画期的なことであった。
政府は、さらに世界的な競争力を取り戻すため

に、「国家教育目標」（１９９０）、「目標２０００：全米
を教育せよ」（１９９４）など多くの取り組みを実施
し、２００２年には初中等教育改革法（通称NCLB
法）を成立させ、NAEPによる成果の明示と政
策的介入を法令化した（佐藤１９９７）。
また英国でも、Mathematics Counts（Cockroft

１９８２）が出され、教育改革法（１９８８）が成立する
ことで、国家カリキュラム（１９８８）と国家試験が
導入された。
これら国家的な評価事業の興隆と共に、国際的

図１ TIMSS 国別平均点―一人当たりの国内総生産の関係
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な評価事業もかつてないほどの規模と頻度で行わ
れるようになってきた。１９６０年代より実施され
てきた国際教育達成度評価学会（IEA）による教
育評価事業（TIMSS）（１５）、２０００年より実施されて
いる義務教育終了段階を対象としたOECDの生
徒学習到達度調査（PISA）はもちろんのこと、
UNESCOによる国際教育調査（SACMEQ）は
１９９５年より南部・東部アフリカの１５カ国の教育
省が共同で始めた。
ところで英米に始まった教育改革は幾つかのこ

とを前提としている。例えば、「経済競争力は教
育の質に依存している」、「教育の質はこのような
調査によって測定できる」などである。しかし、
これらの国際調査の結果をみると、その解釈の難
しさが伺える。図１は各国のTIMSS 国別平均点
（Ｘ座標）と一人当たりの国内総生産（Ｙ座標）
のデータ（参考資料１）を、点で表現したもので
ある。このグラフより、経済成長と教育達成度は
比例するようにも見える。しかし太線で囲まれて
いる国々が、一部の例外を除き、同一地域を表し
ていることより、地域的近接性が何らかの影響を
与えていることが想定される。事実、国別平均点
を被説明変数、一人当たりの国内総生産、そして
地域（ダミー変数）を説明変数として、重回帰分
析を行ったところ、５％水準で東アジア、中東、
アフリカ、南米で統計的に有意であるという結果
が得られた。
ここではむしろこれら国内、国際を問わず達成

度調査の持つ、短絡的、競争的側面の弊害に十分
な注意が必要であり（Keitel and Kilpatrick
１９９９）、むしろ開発途上国の参加が増している中、
教育改善に活用する基礎的データとして扱われる
べきであることを改めて指摘しておきたい。

３．JICA を中心とした理数科教育開発協
力史

理数科教育開発協力では、より実効を挙げてい
る（１６）日本から、開発途上国へその質的向上に向け
た働きかけをおこなう。それは、カリキュラムの
単純な移転を意味するものではない（１７）。むしろ自
国で開発されたカリキュラムが効果的に実施でき
るような制度や能力の形成を支援している。

� １９９０年以前の理数科教育開発協力

JICA（当時国際協力事業団、現国際協力機構）
がその前身から組織改編し、現在の形を整えたの
は１９７６年のことである。１９８０年代に入り、経済
規模に見合った貢献、つまりその量的拡大が大き
く求められたが、１９９０年代初頭では、技術協力
は職業訓練、視聴覚教育、大学教育などに偏って
おり、初中等レベルでの教育開発協力、特に理数
科教育協力はなかった（表２）。
例えば、この時期 JICAが支援したジョモケニ

ヤッタ農工大学プロジェクトは、技術教育におけ
る最高学府を、ケニア国にて立ち上げ、自立的に
運営できるところまで、育てた。現在、その大学
がケニアさらにはアフリカ地域におけるセンター
として、技術革新の中核を担いつつある。
このような技術協力の背景には、当該国におけ

る技術の間隙を先進国からの技術移転で埋めると
いう発想があった。そしてその中核人材を育てさ
えすれば、移転された技術の普及は、相手国が責
任を持って行うという暗黙の前提があった。とこ
ろが現実には十分に普及せず、失われた１０年と
呼ばれる１９８０年代を経て、技術移転の効果が最
後に及ぶ貧困層を直接ターゲットにした活動に重
点が置かれるようになってきた。換言すれば、初
中等レベルでの教育を対象に、普及そのものを射
程に入れる取り組みを行うようになった。
この時期の理数科教育開発協力を考える上で忘

れてはならないのが、現在まで続く青年海外協力

表２ JICAによる教育分野の技術協力実績
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東

欧

教 育 行 政

就 学 前 教 育

初等中等普通教育

中 等 技 術 教 育 ２ １ １

高 等 教 育 ７ ３ １ ４ ５

ノンフォーマル教育 １

職業訓練、産業技術 ６ ２ ２ １

（注）１９９１年実績
（出所）国際協力事業団（１９９４、２５頁）

馬場卓也：理数科教育分野の国際協力52



隊（理数科隊員）の派遣である。その効果は決し
て小さくないはずである。ただし、比較的経験の
浅い若者が二年間派遣され、その後の活動が継続
されるかどうかは基本的に相手国からの要請によ
るというように、制度的に成果が蓄積するような
形になっていなかったことも事実である。その国
際協力活動としての効果の検証は今後の課題と言
える（１８）。

� １９９０年以降の理数科教育開発協力

１９９０年にタイ・ジョムティエンにて「万人の
ための教育世界会議」が開催され、それ以降、教
育開発協力は、世界的なレベルで基礎教育重視の
方向性を打ち出した。それに呼応して、JICAで
も基礎教育分野での取り組みが議論された（国際
協力事業団１９９４、１９９７）。
この頃から理数科教育開発協力に関連するプロ

ジェクトがはじめられる。例えば、フィリピン
（１９９４―１９９９）、ケニア（第１フ ェ ー ズ：１９９８―
２００３、第２フェーズ：２００３―２００８）、ガーナ（２０００―
２００５）、南アフリカ（１９９９―２００３）などのプロジェ
クトがあげられる。これら個別の事例について
は、JICAによる報告書に加えて、広島大学教育
開発国際協力研究センター（CICE）による『国
際教育協力論集』を中心に、次のような研究がな
されている。

フィリピン：大隅（１９９９）
ケニア： 馬場・岩崎（２００１）、Kanja et al.

（２００１）、国際協力機構（２００７a）
ガーナ： 横関ほか（２００３）、吉田（２００３、２００４）
南アフリカ：長尾・又地（２００２）、服部（２００２）

またこれらのプロジェクトを横断的に調査した
ものとしては、黒田（２００６）および国際協力機構
（２００４、２００７b）が挙げられる。黒田（２００６）では、
分析の視点を案件発掘・形成、プロジェクトデザ
イン、国内支援態勢、投入、プロジェクト実施、
成果とし、JICA（２００４）では、今後のプロジェク
ト形成のための視点を、企画立案、成果の普及、
連携、制度化、モニタリング・評価としている。
両者ともに、理数科分野での取り組みは現職教員
研修に関するものが多いこと、その研修方式は大
きくカスケード方式とクラスター方式に分かれる
ことを指摘している。

ここでは、より詳細に見ていくために、ケニア
中等理数科教育強化プロジェクト（SMASSE）
を取り上げ、幾つかの資料（Kanja et al. ２００１；
馬場・岩崎２００１；国際協力機構２００７a）により
考察する。前節での議論を踏まえて、生徒中心主
義、適切性、教育成果と評価がどのように取り上
げられているのか、また基礎教育開発にとって重
要な「普及」の課題がどのように取り上げられて
いるのかという視点から論ずる。

� 生徒中心主義、適切性について
SMASSEプロジェクトでは、基礎調査を終え

た後、プロジェクトの目標をまとめた標語につい
て議論した。数時間に及ぶ議論の末、ASEI（活
動、生徒中心主義、実験、簡易化）が採用された。
この目標を具体化するために、数学チームでは

問題解決学習を通した授業つくりや、社会文化的
側面を考えたカリキュラムの適切性などの視点を
研修に盛り込んだ。その一環として、オープンエ
ンドアプローチと呼ばれる日本の数学教育実践を
研修に導入したが、そこでは、二つの問題に直面
することとなった。
先述したように、先進国の取り組みを単純に移

植することには、慎重にならなければならない。
第一の問題は、日本的な実践導入することに対
し、数名の同僚から抵抗が示された（１９）ことであ
る。ケニアでも重視されている問題解決をより進
めるためであったが、その意図が当初十分に伝わ
らなかった。話し合いによって誤解は解けたが、
説明の難しさを実感することとなった。第二の問
題は、研修後に各地でこのアプローチに基づく実
践が試みられた時に起こった。それらの実践は日
本のそれとかなり異なるものであったが、そのこ
と自体はケニア人教師が与えられた環境に沿った
形で積極的に改良したと捉えることができる。た
だし、数学教育の専門家として本質的な部分を重
視するのか、それともその部分は多少犠牲にして
でも、相手国の人たちの自主性をあくまでも重視
するのか、その選択は容易ではなかった。
上記のASEI によって関係者が方向性を共有す

る事ができた。教育開発協力では異なる背景を持
つ関係者の共同作業であるため、このような標語
は集団をまとめていく上で非常に効果的であっ
た。他方で、生徒中心主義的な授業の具体化とい
う点で、授業の模範例を開発したり、子どもたち
の学習状況をつぶさに検証したりなど未だ課題が
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残ることも確かである（２０）。

� 教育成果と評価―内容、教授法、態度
プロジェクト開始後、評価のことが問題となっ

た。プロジェクト目標にのっとり、教科内容、教
授法の側面に加えて態度的な側面が重視された。
それ以外に、生徒中心型の授業を実現するため

に生徒の視点からの評価が重視されて、その前段
階として研修においては受講生による評価を通常
のこととした。最初は講師たちによる抵抗があっ
たものの、少しずつ受け入れられていった。
このような取り組みを通し、事業実施の中に評

価の視点を埋め込んだ。この点は PDSI（Plan-Do-
See-Imrpove）と呼ばれ、ASEI と共に当初から
ある標語の一つとして、教育開発活動の持続的、
自立的発展を図る道具として一役買っている。

� 普及
普及に関していくつかの側面を取り上げること

ができる。まず相手国の自立を促すために、とも
かく時間がかかってもカウンターパート（CP）
に任せるという戦略をとった。それは、制度の質
以前に制度を動かす人的要素が重要であるという
考えからのことである。
次に、先述の PDSI に加えて、普及のために階

層的にアプローチするカスケード方式を採用し
た。この方式は階層の下における情報の薄まりが
問題とされる。当然な指摘ではあるが、限られた
リソースを考えるとき、この方式の持つ「同時に
多数の教員を対象とできる」という優位な点を利
用しつつ、他方でその弱点を補完することが必要
である。つまり学校現場が情報の発信源となるボ
トムアップ・アプローチの併用である。それは下
から上への方向性を表し、教師と生徒の関係で生
徒の声を活かすという意味で生徒中心主義とも呼
応するものでもある。
最後に、教育開発協力、特に授業改善において

ボトム・アップアプローチを実現するために、導
入されたのが日本的な教育改善手法である授業研
究である。研究という言葉がついているが、理論
的な大学ベースの研究とは異なっている。授業を
核に置き学校の他の教師に加えて、校長や学科主
任、指導主事や時には大学教員を含めて協働する。

� 他国による理数科教育開発協力事例

資金協力が主流になっている現在、ほとんどの
国が技術協力の形を取っていない。ただし１９９０
年代までに実施されてきた他国のプロジェクトに
も学ぶべきところも多い。ここでは内田（２００６）
を基に、ザンビアで行われてきた教員センターを
用いた協力事例について考察する。
これは元々英国にあったリソースセンターを応

用するアプローチである。学校の自主性が強い英
国では、現代化の時代に教員が自主的に勉強する
場としての教員センターが設立された。１９７０年
代には、海外からも注目されるようになり、多く
の視察団が英国全土に訪れた（Wiendling１９８３）。
ところがその後の教育改革で、むしろ国家レベ

ルの教育改革に予算が流れるようになり、地方教
育事務所の予算に依存していた教員センターは、
衰退の道をたどる。ザンビアに導入されたのは
１９８９年で、それは英国では衰退を始めたころで
あった。
ザンビアにおける教員センターの展開は、以下

のような三つの時期に分けることができる。

第１期（１９８６～１９９４年）：
SHAPE（Self-Help Action Plan for Education）
第２期（１９９４～２０００年）：
AIEMS（Action to Improve English, Mathe-
matics and Science）
第３期（２０００年～）：
SPRINT（School Program of In-service for the
Teachers）２０００―

その目的は一貫して、「すべての基礎・高等学
校において教授・学習の質を改善すべく努力す
る。教員センターは継続的な教師の専門性の発達
及び教材供給の目的のため、持続可能な地方分権
の構造を形成する。すべての教育者が目標として
いるジェンダー格差を取り除き、アクセスの公平
性を確保する」とされてきた。
ザンビアの教員センターの特徴として、次の諸

点を上げることができる。まず、英国では現場の
教師たちの自主的勉強会がボトムアップ的に進展
してきたことに対して、州―県―ゾーン―学校と
いうカスケード方式で研修を実施することが目指
された。第二に、３期のうち、前の２期において
教員の自主性による職能成長を重視したのに対し
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て、実際には開発された教材が普及しないという
問題に直面し、第３期（SPRINT）ではそれを解
決すべく、教授法をマニュアル化し、その浸透を
目指している。第三に、各段階において関わるド
ナーが同じではない。SHAPEはスウェーデンに
よって、AIMESは英国によって、SPRINTは英
国、デンマークなどによって実施されている。
ここで SMASSEとの異同を明らかにし、固有

性を越えてある程度有効なものと、文脈に応じて
考慮すべきものについてまとめておきたい。共通
点については、自立性を重視する点、カスケード
方式を使用する点などがある。自立性を重視する
ことは、近年のオーナーシップ重視の傾向から当
然のことと言える。先述のように、カスケード方
式には批判もあるが、開発途上国の限定的な資源
を考えたときには、有効な部分も認めるべきだろ
う。相違点については、まずその制度化に時間が
かかっていることが挙げられる。それはザンビア
の既存の制度やペースに合わせていると言えるか
もしれない。この待ちの姿勢でいながら継続する
ことは、明確な成果を重視する援助国側にとって
は難しいが、オーナーシップを重視する場合、考
えなければならない点である。次に、段階によっ
て異なるドナーが関与していることも目立つ点で
ある。
これらより学ぶべき点として次のことが挙げら

れる。
・相手国の制度に合わせたり、制度化のスピー

ドに合わせたりする
・カスケード方式の効率性とボトムアップの方
式との組み合わせ（意図的に仕組んだ自主性
の発現）

・複数ドナーによる協働

４．理数科教育開発協力における理論と実
践の課題

SMASSEを始めとした理数科教育開発協力プ
ロジェクトでは、教科としての理科、数学を考え
ていれば良いわけではなく、むしろ教科専門性の
充実と同時に、普及のための制度の確立が求めら
れていることを確認した。そこでは、これら教科
の専門性と教育制度・経営の双方が有機的な関係
を形成し、全体として機能するようにしなければ
ならない。
今後、理数科教育開発協力分野において、試行

的な実践を研究に止揚し、研究をより質の高い実
践に還元するという実践と理論の循環を作るため
に、次の諸点から考察したい。

� 地道な調査の蓄積
生徒中心主義や適切性という子どもの視点から

教育を再構成しようとしたときに、あまりにその
実態に関する情報が少ない。特に教授言語と教科
教育の関係については論点を整理する必要がある
（Berry１９８５）。
たとえば数学の問題が解けない場合、改善に

は、その原因解明が不可欠である。例えば、
ニューマン法による調査によって、タイでは自国
語で学習しているにも拘らず、成績の悪い子ども
は言語的レベルでふるい落とされていること
（Praktipong and Nakamura２００６）、バングラデ
シュでは、問題文が理解できていないにも拘ら
ず、勘を働かせて解いた場合が少なからずあるこ
と（Mohsin and Baba ２００７）が指摘された。日
常語と教授言語が異なるザンビアでは、さらにひ
どく、ほとんどの小学４年生が英語で書かれた数
学の問題文を読めないことを指摘している（内田
ほか２００６）。
このように子どもの問題点やさらには教師の生

活実態を明らかにすることが、問題を解決してい
く上で、基盤となるのである。TIMSS などの国
際調査に参加することも一つの方策であるが、問
題の難易度が現状に合わず、より現状にあった調

表３ レベル別教員センター数および基礎学校数
の年次推移

SHAPE AIEMS SPRINT

期 間 １９８６―１９９４ １９９４―２０００ ２０００―

目 的 教材開発 教材開発 校内研修

（調査年） （１９８９年） （１９９６年） （２００３年）

州 教 員

セ ン タ ー
９ １４ １４

県 教 員

セ ン タ ー
５０ ６１ ６１

ゾーン教員

セ ン タ ー
０ ０ ０

基 礎 学 校 ３，４９３ ４，０１９ ４，６６２

（注）ザンビアには９州、６１県、約６００ゾーンがある。
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査が望まれる。

� 調査協力と協力手法
長尾・又地（２００２）は、南アフリカの経験より、

教育開発協力の目的として経験の共有を挙げてい
る。事実、広島大学教育開発国際協力研究セン
ターは、「国際教育協力フォーラム（Japan Educa-
tion Forum）」や「アジア・アフリカ大学間対話
（AA Dialogue）」、筑波大学教育開発国際協力セ
ンターはAPECと協働して国際シンポジウム「授
業研究による算数・数学教育の革新」というよう
に、経験共有の場を提供している。また馬場
（２００７）は数学教育における内発的発展を求め、
開発途上国の研究者と共同研究を行った。
近年の国際協力を振り返るとDAC新開発戦略

（１９９７）ではオーナーシップが、我が国のODA
大綱では自助努力が唱えられており、相手国のイ
ニシアティブが重要視されている。他方で資金協
力が増える傾向の中、日本の技術協力プロジェク
トの果たす役割について、その長短を分析する必
要がある（国際協力事業団２００３）。換言すれば、
このような尽力は、真の意味で相手側のイニシア
ティブ形成へ寄与する過程あるいはしない理由に
ついての考察につながっていく必要がある。
また協力手法に関しては、これまで以上に協働

が求められる。もちろん調整のために時間が取ら
れては、本来の目的を遂行できずに終わるかもし
れない。ただし全国普及を射程に入れた国際協力
では、自らが全てを行うというスタンスでは、経
済的にももたないだけでなく、システム全体とし
て支える事ができず、結果として持続性に問題が
出るだろう。
例えば、ザンビアの事例が物語るように、時期

を区切って他の国が関わったり、複数の国で一つ
のプログラムを経営したりしていく視点も必要だ
ろう。さらには、少し広い度量で、相手の良さを
認めること、良い実践を世界中で発掘してきて統
合することなどが必要かもしれない。

� 長期にわたる成果（Outcome）と評価
国際協力に関わる人にとって根源的な変化は、

構造的に緩やかにおきると考えられている。それ
をいかに表現するのか、評価するのかは、大きな
課題である。それはある意味で、研修の効果のみ
ではなく、教師や子どもの成長を生涯発達の中で
どのように位置付けていくのかという視点を求め

る。
先述のように国際協力機構（２００４）ではこれま

でなされてきた理数科教育開発協力から、企画立
案、成果の普及、連携、制度化、モニタリング・
評価が導出されているが、これらをより長期的な
視点と関連付けて考えることが求められる。その
中で、一援助国が期限付きプロジェクトとして関
わっていくことの意味と限界を考察する必要があ
る。日本の授業研究的アプローチは教師を集団と
してエンパワーしたり、教師が自ら知を創造した
りする機会を与える。そのことは開発途上国での
教育開発協力に一石を投じる大きな意味を有す
る。ただし最終的には、持続させるのは相手国な
ので、どのように素晴らしい協力で契機をつくっ
たとしても、その持続性については別な形での議
論が必要であろう。
歴史的に見れば、理数科教育開発協力は、当初

カリキュラムや教材開発という視点が強かった。
しかし現在では、むしろ授業の中で教材をいかに
効果的に用いて、質の高い教育活動につなげてい
くことができるかが問題となっている。

冒頭に掲げたように、地球はますます狭くなり
つつある。その中では足の引っ張り合いという意
味での競争ではなく、馴れ合いという意味の協働
ではなく、この両者、競争と協働のバランスを取
る必要がある。緊張ある協働関係と呼べば良いだ
ろうか。そのためには現在の実践と理論の関係
を、上に述べた三つの見方、子どもの視点から現
実を見直す、協働の方法を探る、それらを長期的
視点の中に位置づけるということから再定位する
ことが必要である。
また、「開発途上国と先進国の接点としての国

際教育協力」という冒頭の表現は、日本を含む先
進国において、これらの諸点について自己言及す
る必要性を指摘している。それは課題の大きさが
認識されていながら、簡単には解決策が見出せな
い環境や貧困などの世界的課題への、足がかりを
構築する作業でもある。
もちろん理数科教育だけでこれらの課題が解決

できるものではない。ただし高度な情報技術を基
盤にして益々相互依存しつつある今日の知識基盤
社会を見る時、その背景にある理数科教育で啓培
できる力は大きい。その原理を知ること、そして
時にはその限界も知ることが求められているのだ
ろう。
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注記
� ウルグアイ・ラウンド（Uruguay Round、１９８６

年―１９９５年）は、世界貿易上の障壁をなくし、

貿易の自由化や多角的貿易を促進するために行

なわれた通商交渉。１９９５年１月にWTO（世界

貿易機関）として再編。

� 主要４教科の組み合わせだけでも、理科、数

学―国語、社会と理科、社会―算数、国語の二

通りがある。日本の学校教育の中で、理数科が

出てきたのは戦時中で、戦後の生活単元学習期

にはむしろ後者の組み合わせが用いられた。ま

た長崎を代表とする２００３―２００５で実施された『理

数教育に関する日米比較研究』では、理数教育

という用語を用いた。

� 地球産業文化研究所（２００１）参照。

� 《各国の数学プログラムは国家的尽力のたまもの

である。カリキュラムが用意され、教科書が執

筆され、教員が養成され、学校が支払われ、試

験が実施される。各国の学習指導要領は独自で

あるように思えるが、世界における数学教育プ

ログラムを見た時、その同質性は、国境を超え

た影響力を表しているものに違いない》（Jacob-

sen１９９６, p.１２４０）

� １９１９年（大正８年）１月に日本中等教育数学会

として設立され、１９３８年（昭和１３年）１２月に

社団法人日本中等教育数学会として認可され、

１９４３年（昭和１８年）８月に社団法人日本数学教

育会と変更、１９６９年（昭和４４年）４月に社団法

人日本数学教育学会に変更し現在に至る。

� 平林一榮による学位論文は、東洋館出版社より

「数学教育の活動主義的展開」（１９８８）として出

版された。

� von Glasersfeld による客観的知識の不在という

急進的な主張に刺激されて、数学教育研究の中

では、数学（＝客観的知識の体系）よりも、子

どもの知識創造そして理解過程により大きな注

目を払うようになってきた。

	 日本は、これまで第一回（１９６７）、第二回（１９８０）、

第三回（１９９５、１９９９）と参加してきた。第一回

や第二回においては全体的結果が良かったにも

かかわらず、比較すればより高次の考え方が要

求される問題が弱かったことを受けて、オープ

ンエンドアプローチや課題学習など考え方を重

視する取り組みに努力してきた。


 「教育の質に関して意見は必ずしも一致をみない

が、国際的な議論や行動で大きく次の三つは共

有されているように思える。 つまりより適切さ、

アクセスと成果におけるより大きな公正さ、人

権を正しく守ることに関する要請と要約できる」

（UNESCO２００５, p.３０）。

� 数学的リテラシーとは、「数学が世界で果たす役

割を見つけ、理解し、現在及び将来の個人の生

活、職業生活、友人や家族や親族との社会生活、

建設的で関心を持った思慮深い市民としての生

活において確実な数学的根拠にもとづき判断を

行い、 数学に携わる能力」（国立教育政策研究所、

２００４、p.１６）である。
� JICA（２００７）参照。


 Dewey による実用主義（プラグマティズム）に

おける中心的原理「為すことによって学ぶ」は、

子どもが主体的に活動を行いながら、その中で

学習することを指す。

� Blumer のシンボリック相互作用論に基礎を置

き、数学教育において、社会的相互作用（コミュ

ニケーション）を通して、数学的概念を構成し

たり、伝えたりすることを主張した。

� Vygotsky の考えとその流れを汲む状況論を基に

したもので、学習者は数学実践に周辺的に参加

しながら、その核にある数学的な本質を徐々に

感得していく（文化化）と考える。そのため、

教員は環境を整えたり、学習者が自律的な解決

を図れるように支援することが求められている。

� 数 学 に 関 し て は、１９６３、１９８０、１９９５、１９９９、

２００３、２００７と実施されてきている。理数科以外

にも ICCs（International Civics and Citizenship

Education Study）, PIRLS（Progress in Interna-

tional Reading Literacy Study）, SITES（Second

Information on Technology Education Study）,

TEDS-M（Teacher Education and Development
Study）などの調査が行われている。

� 経済的な指標が非常に高いのみではなく、国際

調査において、達成度が世界的にトップクラス

であることを指す。

� Bishop（１９９０）は、「開発途上国において、教育

の近代化とともに西洋数学が持ち込まれ、西洋

の文化的優位性が間接的に教え込まれてきた」

ことを指摘した。

� 青年海外協力隊の目的は、青年育成、国際交流、
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国際協力で、これらは相互に関連している。事

実、青年育成がその後の各地における開発教育

実践や国際交流の芽を生んでいる。また技術協

力プロジェクトには相手国の人との人間的な信

頼関係が求められるが、その基盤には青年育成

や国際交流が存在するだろう。そのような相互

関連的な要素の一部を取ってきて評価すること

には慎重になるべきである。まずは全体性を記

述することから始めるべきであり、その中から

効果性を捉えていくべきである。

� ある会議の席上、「私たちをモルモットに使うつ

もりか」と過激な反論があった。この発言は、

政治力学的なことが意図されていた。国際協力

では、このような政治力学的な関係への配慮が

しばしば重要である。

� ケニア SMASSEプロジェクト２００６年度短期派

遣専門家報告書（馬場）による。
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Abstract

International Cooperation in Mathematics and Science Education
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Education plays the important role of bringing up the next generation to sustain society. It becomes
increasingly important to have an education system optimized for the era of globalization through the
use of information technology in order to deal with the increased competition and cooperation between
countries. The ability to scrutinize information critically is valuable here. Through quality teaching, peo-
ple should be able to select useful information from the glut that surrounds them. Mathematics and sci-
ence education play a crucial role in developing such ability among children through logical and scien-
tific thinking. Technical cooperation by JICA in this field has been very well received and is expressed
through numerous projects. A historical review of the development of mathematics education reveals
that three major factors: curricular relevance, student centeredness in teaching, and educational out-
come and its evaluation, play a key role in quality improvement. On the other hand, a review of inter-
national cooperation in the development of mathematics and science education reveals an additional fac-
tor: the institutionalization necessary to disseminate this quality education. Analysis identifies three fu-
ture issues: the accumulation of fundamental research results, research cooperation and cooperation
strategies, and long-term evaluation.
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